
1．　は　じ　め　に

　自動車産業は組立産業であり，多数のサプラ
イヤーから調達する多数の原材料，部品を加
工・組立し，完成車を作る。完成車メーカーは
1次サプライヤーへ発注し， 2次サプライヤー
は 3次サプライヤーへ発注するなど大規模かつ

多段のサプライチェーンを形成している［1］。
その取引システムは，完成車メーカーより事前
に「内示」と呼ばれる確定注文情報の参考値が
提示され，最終的に確定注文（納入指示）が提
示される方式（以下，内示生産システムという）
である［2, 3］。これにより，完成車メーカー
は多種の製品に必要な部品を短いリードタイム
で供給を受け，完成品を顧客に届けることがで
き，また部品サプライヤーは比較的早くから材
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ドタイムで供給を受け，完成品を顧客に届けることができ，また部品サプライヤーは比較
的早くから材料手配，部品調達，製造準備を行うことができるメリットがある。国内の多
くの完成車メーカーは内示生産システムを採用している。自動車産業以外にも内示情報を
活用している企業は多い。
　内示生産システムについては，従来から，完成車メーカーの販売・生産計画との関連や
完成車メーカーの視点からの内示の作り方や提示の仕方の研究はあるが，完成車メーカー
から内示の提示を受けるサプライヤーの視点やそれらを含むサプライチェーンの視点から，
その運用について述べたものは少ない。
　そこで，本論文は，完成車メーカーへ機械加工部品を供給する名古屋地区に本社のある
サプライヤーと完成車メーカーへ機械加工部品を供給する広島地区のサプライヤーに聞き
取り調査等を行い，両者における内示の種類（長期，短期等），内示の提示頻度，提示タイ
ミング，提示期間とそのメッシュ（月別，日別等のデータの細かさ），内示と実績の変化，
確定注文（納入指示）の提示タイミング等を比較し，それぞれの内示生産システムの運用
の違いを明らかにするものである。
　内示生産システムは固有かつ不変なものではなく，完成車メーカー系列のサプライチェー
ンにより必要に応じて見直しされるべきものである。内示生産システムの一層の効率化に
向けて運用特性の理解を深めておくことは重要である。
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料手配，部品調達，製造準備を行うことができ
るメリットがある。国内の多くの完成車メー
カーは内示生産システムを採用している。自動
車産業以外にも内示情報を活用している企業は
多い。
　内示生産システムについては，従来から，完
成車メーカーの販売・生産計画との関連や完成
車メーカーの視点からの内示の作り方や提示の
仕方の研究はある［4–9］が，完成車メーカー
から内示の提示を受けるサプライヤーの視点や
それらを含むサプライチェーンの視点から，そ
の運用について述べたものは少ない。
　そこで，本論文は，完成車メーカーへ機械加
工部品を供給する名古屋地区に本社のあるサプ
ライヤーと完成車メーカーへ機械加工部品を供
給する広島地区のサプライヤーに聞き取り調査
等を行い，両者の比較を通じて，内示生産シス
テムの運用の違いを明らかにするものである。
　まず，完成車メーカーへ機械加工部品の供給
を行う名古屋地区に本社のあるサプライヤー（K

社と呼ぶ）に対して，聞き取り調査を行った結
果を示す。すなわち，内示生産システムにおい
て提示される内示の種類（長期，短期等），内
示の提示頻度，提示タイミング，提示期間とそ
のメッシュ（月別，日別等のデータの細かさ），
内示と実績の変化の様相，確定注文（納入指示）
の提示タイミングおよび内示を用いた計画の作
り方，機械加工部品の材料発注と外注品管理の
仕方を示す。次に，K 社，完成車メーカーへ機
械加工部品を供給する広島地区の 1次サプライ
ヤー（A 社と呼ぶ）と 3次サプライヤー（B 社
と呼ぶ）の聞き取り調査結果等を比較すること
により，運用の違いを述べ，「内示生産システ
ムの運用は単一ではない」ことを示す。
　「内示は確定時点では当初とは異なり，ブレ
があるために使いづらいが，内示の提示がない
と生産準備・計画をするときの根拠データがな
くなる」等の理由により，「内示は必要である」

というサプライヤーは多いと思われる。そのた
めにも，完成車メーカーによる内示の特性と内
示生産システムの運用方法によって引き起こさ
れる機会損失を十分に理解することが大切であ
る。内示生産システムは固有かつ不変なもので
はなく，システムの一層の効率化に向けて，完
成車メーカー系列のサプライチェーンごとに必
要に応じて見直しされるべきものであると思わ
れる。そのためにも，内示生産システムの特性
の理解を深めておくことは極めて重要である。
　本論文の構成は以下のとおりである。
　2．では，名古屋地区に本社のある部品サプラ
イヤー K 社の聞き取り調査結果を述べる。内
示の提示の仕方，生産計画のつくり方，納入方
法，材料発注，外注品管理等について述べる。
　3．では，K 社と広島地区の完成車メーカーに
機械加工系部品を納品する 1次サプライヤー A

社と 3 次サプライヤー B 社について内示生産
システムの運用方法，材料発注の違いなどを比
較考察する。
　4．は，まとめである。

2．　名古屋地区に本社のあるサプライヤー
K 社の聞き取り調査

　2017年 1 月から 3月に先方（長浜工場）を訪
問し， 1回／月， 1回あたり約半日のヒアリン
グを行った結果をまとめている。

2．1　会社プロフィール

（1）概要

　K 社は，ユニバーサルジョイント，ステアリ
ングジョイントを主要製品として，創業1942年
3 月，設立1953年 4 月である。本社は大府にあ
り，主力工場は大府，長浜，タイ，中国にある。
従業員169名（2017年 2 月時点），売上高約25～
30億円／年である。主要製品の生産方式は，表
1に示すように，内示生産，受注生産，半見込
生産と多岐にわたるが，ここでは内示生産を
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行っている自動車向けステアリングジョイント
を対象とする。
　K 社の内示生産対象品の主要な取引形態を図
1に示す。K 社はホンダの 2次サプライヤーの
位置づけであり，ホンダは K 社の生産量の約
40～50％，売上規模の約30％を占める主要顧客
である。また，数量は少ないが，トヨタの 2次
サプライヤーでもある。なお，K 社の製品群に
は，取引先によっては 1次サプライヤーの位置
づけのものもある。
（2）製造工程と標準リードタイム

　製造工程と標準リードタイムを図 2に示す。

本社工場（大府）にて材料を調整し，長浜工場
で完成品に仕上げる。標準的な製造リードタイ
ムは，約 7～10日程度である。
　なお，製造数は長浜工場分では約40万個／月
（H シリーズ加工部品）であり，これに対応す
る鋼材購入は約200トン／月である。

2．2　生産計画（ホンダ向けの場合）

　K 社は，ホンダの 1次サプライヤーである Y

社へ自動車のステアリングジョイントなどを供
給する 2次サプライヤーの位置づけである。ホ
ンダ―Y 社―K 社の取引の繋がりを H 社系列
サプライチェーンと呼ぶことにする。
2．2．1　計画の流れ

　ホンダ向けの製品の内示の提示および生産計
画の流れを図 3に示す。
　 1 次サプライヤー Y 社はホンダからの内示
提示を受けて，中旬ごろ，K 社に，「内示（所
要予定表）」を提示する。所要予定表は，品名
ごと，国内輸出別に先 3か月（月別），翌月（日
別）の内示である。その後，月末頃に「月間注

表 1　主要製品と生産方式

品　　名

内示生産 自動車用ステアリングジョイント

受注生産
・産業車両用コラムアセンブリー
・小型クロスジョイント
・産業用プロペラシャフト

JIS
カタログ
販売

受注生産 こま型ジョイント

半見込生産 こま型ジョイント

図 1　内示生産対象品の主要な取引形態

図 2　製造工程と標準リードタイム
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文書」を発行する。これは翌月 1か月の確定注
文となる。
　この生産計画の流れの中で，K 社の場合には，
1次サプライヤーから月間注文書を受け取るま
でに，「納入計画書」と称して，自社の製造上
の負荷が偏在することを防止するために，納入
の平準化希望を提出している。希望通りになる
比率は，せいぜい50％程度であるが，上位サプ
ライヤーに対して，このようなやりとりができ
ることの意義は大きいと思われる。調整は，ま
ず，互いの工場業務担当間にて行われるが，調
整がつかないときは， 1次サプライヤーの調達
担当と K 社の営業担当が交渉することになる。
そのためには，普段から， 1次サプライヤーの
在庫状況，使用タイミング（例えば，船積み）
を把握しておくことや 1次サプライヤーから納
入依頼があるときには，その事由をよく聞いて
おくことなどを日常活動として行い，無理（実
現不可能）な要望は言わないことが原則である
としている。

2．2．2　月度レベルの内示変動の様相

　代表的な製造部品（国内，輸出向け）につい
て， 1 次サプライヤー Y 社から K 社に提示さ
れる月間の内示と確定注文数の変化の様相
（2017年 1 月時点）を図 4に示す。
　図 4では， 9月14日に，10月，11月，12月の
内示が提示されていることがわかる。なお，内
示精度は，各時点の内示数量に対する確定注文
数量の増減差の比率，すなわち｛（確定注文数
量÷各時点の内示数量）－1.0｝×100（％）にて
計算した。マイナスの場合は，内示数量に対し
て確定注文数量が減少していることを表す。
　月度レベルの内示精度についての現場の感想
をヒアリングした。
①国内向けの内示精度については，変動の比率
は大きいが，数量的には1,000～2,000であり，
変動対応可能である。
②輸出向けの内示精度については，変動の比
率は比較的大きい。しかし，製造能力上限
（130,000～150,000）の範囲内であるので，製
造面からは受容できる。ただし，トレンドと

（2016年10月計画の場合）

図 3　ホンダ向けの製品の生産計画の流れ
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して確定注文数が100,000→130,000→150,000
ように能力の上限が続くようであれば，「ハ
ラハラする（緊張感がたかまる）。」2017年 3 ，
4 ， 5 月では，150,000の能力の上限状態が
続いている。結果的に製造をやりきるのであ
るが，変動による機会損失は避けられない。
日日の変動（ブレ）は少ないほうがよい。
2．2．3　月間注文数量の様相

　部品 P の10月の注文書より月間注文数量の
様相と平準化の課題を述べる。表 2に，その月
間注文数量を示す。
　表 2より気づくことを述べる。

①部品 P の 1 日平均の製造数量は，6,000個
程度が望ましいが，月の前半に7,000個の
注文数量が続いており，月の前半偏在型で
ある。
②理由として，
ａ．完成車メーカーの発注のブレ対応のた
めに，Y 社は前半に厚みを持たせている。

ｂ．輸出向けの船積み日程（15日ごろ）に
間に合うようにしている。

 　但し，輸出梱包会社の在庫保有量が約
50,000～60,000個程度あり，この製品在
庫の数量を含めて統合的，効果的な使い

図 4　代表的な製造部品 P の内示と確定注文数の変化の様相



広島経済大学経済研究論集　第42巻第 2号10

方を進めることが大切である。例えば，
先方の月間注文書作成担当と船積・在庫
担当間の一層の情報共有，緊密な連携が
望まれる。
ｃ．顧客から見て，K 社は製造能力標準の
150％納入対応と思われている様子がある。

③平準化に向けては，顧客の使用までの時間
的な余裕（船積期日の確認など）を早く把
握しておくことが大切である。
2．2．4　納入方法

　 1次サプライヤーへの納入方法は，かんばん
方式ではない。納入に関しては先方が取りに来
るミルクラン（周回集荷）方式である。当日の
15～16時頃に集荷があり，翌日14～16時頃に輸
出用倉庫，国内向けの指定の倉庫に納入する。
K 社としては，集荷時刻までに必要製品数を確
保しておくことが大切である。

2．3　生産計画（トヨタ向けの場合）

　産業車両用のステアリングジョイントが対象
である。生産量の約 5％程度である。K 社は，
トヨタの 1次サプライヤーである TS 社へ部品

供給する 2次サプライヤーの位置づけである。
トヨタ―TS 社―K 社の取引の繋がりを T 社系
列サプライチェーンと呼ぶことにする。
2．3．1　月度レベルの内示変動の様相

　代表的な製造部品について， 1 次サプライ
ヤー TS 社から K 社に提示される月間の内示
と確定注文数の変化の様相（2017年 1 月時点）
を図 5に示す。
　［例 2］では，2017年 1 月における月間の内
示精度は， 3カ月先内示→ 2カ月先内示→ 1カ
月先内示の順に小さくなっており， 1か月先内
示では極めて低位である。当初から内示精度は
比較的良いが，直近に近づくほどに，内示精度
を更によくしようとする意志があるように思わ
れる。
　月間注文数量の内示，実績を表 3に示す。表
3より気づくことを述べる。
①月間では，内示数量と実績数量がほぼ同じ。
②日々では，変化があるもせいぜい 1箱分の
増減程度である。日々の確定注文数も内示
を極力遵守しようとする強い意志が感じら
れる。

表 2　月間注文数量の様相（例）部品 P（2016年10月時点）

日 輸出 国内

① 0
② 0
3 7000
4 5000
5 7000
6 5000
7 7000 2000
⑧ 0
⑨ 0
⑩ 7000
11 7000
12 7000
13 5000
14 7000
⑮ 0
⑯ 0

日 輸出 国内

17 5000
18 5000
19 5000
20 5000
㉑ 0
㉒ 0
23 5000
24 5000
25 5000
26 5000
27 0 2000
28 5000
㉙ 0
㉚ 0
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［例1］部品Ｑ  

［例2］ 部品 R 

+2.9

+2.9+1.1

-0.6

図 5　代表的な製造部品の内示と確定注文数の変化の様相

表 3　月間注文数量の変化の様相　部品 Q（2017年 1 月時点）

日 内示 実績 差異
1
2
3
4
5
6  24  24
⑦  12  15  ＋3
⑧
⑨
10  12  24 ＋12
11  24
12  12
13  24  12 －12
⑭
⑮
16  12  24 ＋12
17  24  12 －12

日 内示 実績 差異
18  12  12
19  24  24
20  12  12
㉑
㉒
23  12  12
24  24  24
25  12  12
26  12  12
27  24  24
㉘
㉙
30  12  12
31  24  24
当月計 312 315  ＋3
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2．3．2　納入方法

　当日に，社内便にて長浜から本社へ配送して
おき，翌日10時頃納入代行業者が取りにきて，
デポに搬入する（図 6 参照）。ミルクラン方式
である。顧客へは，先方のかんばん（外注かん
ばん）に基づいて，デポから納入を行う。かん
ばんは，1：1：2 である。

2．4　材料発注

2．4．1　取引先

　鋼材は商社経由で鉄鋼会社（高炉メーカー），
コイルセンターから購入する。切断は外注して
いる。鋼材の調達方法にかかわる取引先とその
関係を図 7に示す。

2．4．2　材料発注

　材料発注の仕方は，鍛造用材料ではロール発
注，それ以外では 2次加工品発注，店売発注の
2 種がある（図 8 参照）。ロール発注は， 4 か
月前の月末に商社に発注する。高炉メーカーか
ら商社倉庫，切断先を経由して納入される。納
入指示があるまで，商社在庫となり，負担は商
社が負う。ただし， 6か月後は発注側が買い取
ることになる。実際は，製品化に 1～ 4か月か
かるので，製品化と同時に発注することになり，
勘と経験で発注せざるを得ない場合が多い。 2
次加工品発注，店売発注は，10日前に確定発注
する。なお，図 8の中の例えば，M-4，-15は，
材料の納入日を基点にして，それぞれ 4か月前，

図 6　納入方法

図 7　鋼材の取引先
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           図８ 材料発注の形態とタイミング 

 

４．３ 材料納入指示 

ロール発注の場合は、商社へ2回／月、先20日から1か月の内示を提示する。20日前に、

Ｋ社から商社に購買発注する。その後、商社から切断先に材料搬入しておく。Ｋ社は搬入

の５日前に切断先へ納入指示を行う(図９参照)。 

 

 

図９ 材料納入指示 

 

２次加工品発注、店売り発注の場合は、10日前に確定発注し、搬入の5日前に切断先へ納

入指示を行う。 

 

５．外注品管理 
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図 8　材料発注の形態とタイミング
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15日前の時点であることを表している。
2．4．3　材料納入指示

　ロール発注の場合は，商社へ 2回／月，先20
日から 1 か月の内示を提示する。20日前に，K

社から商社に購買発注する。その後，商社から
切断先に材料搬入しておく。K 社は搬入の 5日
前に切断先へ納入指示を行う（図 9参照）。
　 2次加工品発注，店売発注の場合は，10日前
に確定発注し，搬入の 5日前に切断先へ納入指
示を行う。

2．5　外注品管理

　外注品は，シャフト，スリーブ等のように取
引先に制作図面を提示しているものであり，ピ
ン，リング，ゴム等のような完成品として調達

するものは購買品と称して区別している。
2．5．1　外注管理

　外注品の例としてシャフトの場合の外注管理
について述べる。シャフトは，材料の切断－旋
盤－転造／歯切－熱処理－研磨の工程を経る。
それぞれの工程を担当する会社の従業員数と製
造日数を図10に示す。これらの所要日数合計は，
約15～16日程度である。
2．5．2　外注品の発注

（1）内示

　 2回／月（月末と中間）に，先 1ヵ月分を提
示する（図11参照）。
（2）納入指示

　外注先の加工リードタイムを考慮して，リー
ドタイム分を先行して，長めの期間分の納入指

- 12 - 

 

 

           図８ 材料発注の形態とタイミング 
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外注品の例としてシャフトの場合の外注管理について述べる。シャフトは、材料の切断―

旋盤―転造／歯切ー熱処理―研磨の工程を経る。それぞれの工程を担当する会社の従業員数
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図 9　材料納入指示

図10　外注管理（例：シャフト）
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示を出す。MRP（資材所要量計画）により管
理している。毎日納入が原則である。
2．5．3　外注品の管理

（1）鋼材在庫管理

　K 社が全工程を管理している。部品構成表に
て切断代を考慮し，所要量計算をする。材料入
荷と払い出しデータから在庫量を推定し，在庫
が少なくなれば，購入発注する。
（2）切断

　K 社は搬入の 5日前に切断先へ，必要な分の
み納入指示を行う。切断先は鋼材を束単位に切
断することはなく，必要な分のみ切断すること
が原則である。
（3）ロット

　外注品の取引先にはロット単位で発注するこ
とを原則にしている。ただし，欠品が出た場合
は 1～ 2本でも追加発注する。
（4）工場内の外注部品の管理

　外注先がパレットに部品を入れて，K 社に搬
入し，所定の棚に置く。到着時，事務所に連絡
が入り，スタッフが確認する。使用時にパレッ
ト内の現品票，納品書を目視チェックし，付随
のバーコードを読み込み，自社内の現品管理シ
ステムに取り込む。これ以降は，社内の他工程
からの搬入と同じ扱いをする。現品管理，仕入
管理に活用する。
（5）内示と確定注文などの情報連絡

　外注先メーカー（ 3次サプライヤー）約30社
のうち既に10社は，メールに EXCEL を添付し
て配信している。MRP の結果を自動で EXCEL

に落し，確定注文と内示データを都度送ってい
る（表 4 参照）。残り20社は，FAX，郵送，
BOX（工場内納品棚）に入れておく。納品書は，
発注先が作成し，添付してくる。

　なお，発注管理には，MRP を使用している。
かんばん方式と MRP は生産管理の思想が反す
るが，多くの製品のなかには共通の中間部品・
購買部品が多く，集約計算の必要があり，
MRP は便利である。MRP では，①リードタイ
ム②安全在庫③ロットまるめ等を反映できる。

2．6　その他

（1）職場と意識

　職場は清潔で明るく改善意欲が強い。例えば，
①機械加工所要日数について 2 → 1 日化へ
チャレンジしている。
②女性の活用を積極的に進めている。そのた
めに，重量物ケースのダウンサイズ化，リ
フト付移動台車の導入を図っている。

（2）在庫を保有することについての意見

　「在庫は，悪であると確信している。メリッ
ト／デメリットはあることは承知している。メ
リットとしては，生産管理上，在庫があれば生
産調整が楽（容易）であり，不良が出た時も，
比較的短時間でカバーできる。デメリットとし
ては，置き場確保が必要であり，品質不良の挽
回など現場の課題を見えなくしている。キャッ
シュ・フローなどの問題もある。互いにメリッ
ト／デメリットがあるが，いづれにしても，ポ
リシーとして悪と割り切っている。震災以降も
在庫を持とうという意識にはなっていない。」
　在庫がなくなったことに対する現場生産管理
の立場からの感想は，「隣の職場とのコミュニ
ケーションがよくなった。いつもとなりとよく
話している感じである。在庫がなくて，工程管
理が困難であるとか，できない理由を並べない

図11　外注品の内示

表 4　情報連絡

内示 確定注文

10社 メール
（EXCEL 添付）

メール
（EXCEL 添付）

20社 FAX，郵送 BOX FAX，郵送 BOX

M−1 M M+1
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ことにしている。」などである。
　なお，巻末に，『TPS（トヨタプロダクション
システム）と非 TPS』として，TPS と非 TPS

を比較して掲載している。本資料は，［10, 11］
にもとづき，筆者が整理・改変したものである。

3．　内示生産システムの運用比較

　名古屋地区に本社のある自動車部品製造会社
K 社と広島地区の完成車メーカーに機械加工系
部品を納品する 1 次サプライヤー A 社と 3 次
サプライヤー B 社について内示生産システム
の運用方法，発注方式の違いなどの特徴的項目
について比較し，考察する。

3．1　広島地区のサプライヤーのプロフィール

　 1 次サプライヤー A 社は，完成車メーカー
に駆動系機械部品やその組立品を供給している。
創業は1947年，従業員約1,500名（2017年 6 月
時点），売上高約580億円（2016年 5 月末）であ
る。マツダへの売り上げ比率は約70％である。
　また， 3 次サプライヤー B 社は， 1 次， 2
次サプライヤーを通じて，マツダに駆動系機械
部品を供給している。従業員は約20名であり，
製品はマツダに約90％を納品している。
　マツダ―A 社― 2 次サプライヤー―B 社の取
引の繋がりを M 社系列サプライチェーンと呼

ぶことにする。

3．2　比較と考察

3．2．1　内示生産システムについて

　広島地区の完成車メーカーの内示／確定注文
情報の配信の仕組みを図12に示している［2, 9］。
M0, M1, M2, M3 は月を，W1, W2, W3, W4 は
週を表している。まず，内示が提示され，その
後に，注文書が配信される。直近になって，納
入指示が示され，指定の時刻，場所に，部品を
納品する形態である。
　具体的には，
① M0 月の3週目の金曜日時点では，M1_W2 

以降の部品内示表 A が提示される。先 1
か月は日別の内示，次の 1か月は週別の内
示，そのあとは月別に4か月の内示がある。
これらを月次内示と呼ぶことにする。一般
的に，先に行くほど，精度が落ちる。

② M0 月の3週目の金曜日時点では，M1_W1 

の注文書 A が提示される。金曜日ごとに
提示される翌々週の 1週間の内示である。
これらを週次内示と呼ぶことにする。
③納入指示（日）は，稼働日ごとに 3日先の
1日分が配信される。対象の部品によって
は，翌週 1週間確定のものもある。

　 1 次サプライヤー A 社では，製品により多

図12　内示／確定注文情報の配信
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様な内示／確定情報の提示の仕方をしている。
ここでは，MRP の対象になる製品の場合につ
いて述べる。
①完成車メーカーからの月次内示（部品内示
表 A）を取引先に配信する。
②完成車メーカーからの週次内示に対しては，

MRP 計算を行い， 2， 3 次サプライヤー
などの取引先に翌々週の確定注文を行う。
③完成車メーカーからの納入指示に対して，
変更の必要がある場合は，変更発注を行う。
ただし，変更発注は少ない。

　これらをふくめて，完成車メーカーから 1次
サプライヤー， 1次サプライヤーから 2次サプ
ライヤー， 2次サプライヤーから 3次サプライ
ヤーの間の内示，確定注文の提示タイミングと
期間・メッシュ（月別日別の区分等の細かさ）
について，H 社系列サプライチェーンと M 社
系列サプライチェーンの比較結果を表 5に示す。
図中 * は，部品サプライヤーからのヒアリン
グを参考に，調査の範囲で筆者が推定したもの
であり，** は参考文献［6, 8］による。
　比較すると，

① H 社系列サプライチェーンでは，1次サプ
ライヤーから 2次サプライヤーへの内示提
示タイミングが月半ばであり，2週間早い。

②また， 2次サプライヤーから 3次サプライ
ヤーへの内示提示が 2回／月ある。
3．2．2　内示精度

　H 社系列サプライチェーンについて， 1 次
サプライヤーから 2次サプライヤーの内示精度
は，調査の範囲では，
①輸出向け月合計では，1カ月先は最大15.0％
である。比較的に，ブレはあると思われる。
特に，能力上限近くでのブレは生産管理上
シビアである。
②国内向け月合計数は，輸出の約1／20～1／
50であり，ブレは特段問題視されていない。

　また，T 社系列サプライチェーンの 1次サプ
ライヤーから 2次サプライヤーへの内示のブレ
については，
①部品 R では， 3 カ月先内示→ 2 カ月先内
示→ 1カ月先内示の順に，着実に減少して
おり，1か月先内示では極めて低位である。

②ブレは小さいと思われる。当初から内示精

表 5　内示／確定注文の提供タイミングと期間・メッシュ

H 社系列サプライチェーン M 社系列サプライチェーン

内示 確定 内示 確定

完成車メーカー→
1次サプライヤー

月半ば*

先 3か月（月別）*
先 1か月（日別）*

2.5週間前**

先 1か月（日別）*

・月次内示
3週目金曜日
先 6か月
（先 1か月は日別）
・週次内示
毎週金曜日
翌々週の 1週間（日別）

3日前

1日分確定

1次サプライヤー 
→

2次サプライヤー

月半ば

先 3か月分（月別）

月末 1週間前

先 1か月（日別）

月末

先 3か月（月別）

週末

翌々週（日別）
但し，加工先リードタ 
イム日数を考慮

2次サプライヤー 
→

3次サプライヤー

月 2回（月末，中間）

先 1か月（日別）

加工先リードタイム
日数を考慮（ロット
単位を考慮する場合
あり）

月末

先 3か月（月別）

月末

先 1か月（日別）
（ロット単位を考慮する
場合あり）

凡例　上段 : 提示タイミング　　下段 : 提示期間（　）内はメッシュ
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度は比較的良いが，直近に近づくほどに，
内示精度を更に改善しようとする意志が感
じられる。
3．2．3　材料発注

　K 社においては，表 6に示すように，
①切断を外注化している。必要なタイミング
で搬入を受ける。切断メーカーも納入指示
に従い，必要量のみ切断し，大目につくら
ない。K 社は，必要量しか引き取らない。
②鋼材は， 4 か月前に商社経由で高炉メー
カーに発注する。
③商社への搬入後 6か月過ぎると，引き取り
責任がでる。
④商社は，指示により切断メーカーに鋼材を
搬入する。
⑤切断メーカーに 5日前に必要量のみ搬入指
示する。

　K 社では，発注した材料は引き取るまでは商
社保管であり，注文のブレに対するリスク対応
になる。また，切断した材料は必要な日に，必
要な分だけしか引き取らない。B 社に比べると，
月単位の引き取りではなく，期日単位の引き取
りといえる。
3．2．4　 1次サプライヤー Y 社と K 社の関係

　K 社の平準化要求を 1 次サプライヤー Y 社
は聞く仕組みがある。 1次サプライヤーからの
内示が提示された後，「月間注文書（確定注文
ベース）」が提示される前に，K 社は平準化要

求を織り込んだ「納入計画表」を 1次サプライ
ヤーへ提出している。従来は，（ 1 次サプライ
ヤー）内示→（ 1 次サプライヤー）月間注文書
であったが，現在は（ 1 次サプライヤー）内
示→（ 2次サプライヤー）納入計画書→（ 1次サ
プライヤー）月間注文書である。
　 2次サプライヤーの納入計画について
①希望通りになる比率は， 1次サプライヤー
向けでは半分程度である。
②調整ルールの取り決めは，特にない。業務
ベース（工場間）で調整がつかないときは，
1 次サプライヤー調達担当と K 社営業担
当がネゴする。

　このようなやりとりができることの意義は大
きい。その背景は，普段から， 1 次サプライ
ヤーの在庫状況，船積みタイミングを把握して
おき，1次サプライヤーから依頼があるときは，
事由をよく聞いておく。先方の窓口の人頼みだ
けでは困難である。無理（実現不可能なこと）
は言わない。いわば，日常的な在庫状況と使用
タイミングなどの把握をベースに，上位サプラ
イヤーへ生産調整を「申し出る勇気」と上位サ
プライヤーは「聞く耳を持つ勇気」をもって，
調整の仕組みを定例化しているといえる。

4．　お　わ　り　に

　本論文は，ホンダ，トヨタの部品サプライ
ヤーである名古屋地区に本社のある自動車部品

表 6　材料発注

K 社 A 社 B 社

切断 外注 自社 自社

発注
タイミング

・ 4か月前に商社に内示発注
・商社にて材料保管
（ただし，搬入後 6か月後には
引き取り責任あり）

・ 3か月前に商社に内示
・商社にて保管

・生産月の 2 か月前の
月末に材料メーカー
に発注

搬入指示

・20日前に商社へ材料購買
　（商社から切断先に材料搬入）
・ 5 日前に切断メーカーへ搬入
指示

・20日～ 2週間前に商社に
翌月分確定（搬入日・数
量が確定）
・切断日は自社にて決める

・生産月の前月末まで
に搬入
・切断日は自社にて決
める
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製造会社 K社に対して，聞き取り調査等を行い，
多くの知見を得たものである。この結果に対し
て広島地区の完成車メーカーへ機械加工部品を
供給する 1 次サプライヤー A 社， 3 次サプラ
イヤー B 社と内示生産システムの運用方法，
発注方式などの特徴的項目について比較を行っ
たものである。
（1）内示／確定注文情報の提供タイミングと期間

　H 社系列サプライチェーンでは， 1 次サプ
ライヤーから 2次サプライヤーへの内示提示タ
イミングが月半ばであり，M 社系列サプライ
チェーンに比べて約 2週間早い。また， 2次サ
プライヤーから 3次サプライヤーへの内示提示
が 2回／月ある。
（2）内示精度

① H 社系列サプライチェーンの 1 次サプライ
ヤーから 2次サプライヤーの内示精度につい
て，調査の範囲では，比較的にブレはあると
思われる。
②また，T 社系列サプライチェーンの 1次サプ
ライヤーから 2次サプライヤーへは，直近に
なるにつれて，ブレを極小化しようとしてい
ると思われる。 1か月先の 1か月合計では，
内示と確定注文のブレがほとんどはなくなっ
ている。日々の内示と確定注文のブレも少な
く，内示を極力遵守しようとする強い意志が
感じられる。

（3）材料発注

　K 社では，内示発注の材料は，一定期間まで
は商社保管であり，注文のブレのリスク対応の
1つとしている。また，切断は外注化しており，
切断した材料は必要な日に，必要な分だけしか
引き取らない。B 社に比べれば，月単位ではな
く，期日単位である。基本的に，在庫を保有し
ない原則のあらわれであると思われる。
（4） 1次サプライヤーと 2次サプライヤーの関係

　 2次サプライヤーの平準化要求を 1次サプラ
イヤーは聞く仕組みがある。 1次サプライヤー

からの確定注文が提示される前に， 2次サプラ
イヤーは平準化希望を 1次サプライヤーへ伝え
ている。いわば，上位サプライヤーへ下位のサ
プライヤーが生産調整を「申し出る勇気」と
「聞く耳を持つ勇気」をもって，定例化してい
るといえる。このようなやりとりができること
の意義は大きいと思われる。

　今回は，K 社の調査をもとに，広島地区のサ
プライヤーの内示生産システムの運用状況と対
比し，比較した。まだまだ部分的な調査で，事
例も少ない面もあることは否めない。筆者の推
察を交えたところもある。しかし，断片的とは
いえ，調査の範囲で周知を図る意味は大きいと
感じている。
　今後は，さらに調査項目や範囲をひろげ，ケー
スをふやし，事例とデータの蓄積を図っていく
ことが必要である。また，事例研究とともに，
そもそもサプライチェーンにかかわる企業間管
理法の研究も重要である［12］。財務面からの管
理，物流コスト面，安定供給面からの管理とそ
のためのブレの定例的な把握評価［13］などいく
つかの視点が考えられる。サプライチェーンの企
業間管理をどのような視点から行うのが妥当・
適切であるか，企業間の管理運営にとって適正
な指標とはなにかなど課題は多いと思われる。
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（参考）　TPS（トヨタプロダクションシステム）と非 TPS

TPS（トヨタプロダクションシステム） 非 TPS

基本 ・Latest possible planning
・納期に合わせて，ぎりぎり間に合うように
・着手したら，あとは道草なし
・後詰め

・Earliest possible planning
・設備・機械が遊ばないように

・前詰め

計画の
つくりかた

・作りすぎは最大のムダ

・注文（仕事）に機械をあわす
・材料はギリギリ迄買わない
・納期ギリギリで作る／完成したら即出荷
・「在庫否定型」

・設備・機械が遊ぶよりましだから，先物で
もよいので作る
・設備・機械に仕事を合わす
・稼働率低下はダメ／早作りしても人や機械
が遊ばなければよい
・「在庫肯定型」

現場作業 ・後工程引取り型（プル型）／かんばん方式
・明日の仕事を今日やれば始末書
・仕事のないときは立っている
・シングル段取り，小ロット化，多能工化
・「在庫は生産プロセスの問題をかくす」という
認識（品質不良，材料切れ，注文ブレ）
・現場は原単位管理中心（リードタイム，加工
時間，不良率，直行率，歩留まり）
　→コストなどの財務指標は後からついてくる

・前工程押し出し型（プッシュ型）

・作りだめは得
　急な顧客の備えになる
・「 1 個より1,000個まとめる方が段取り替え
が少ないだけ単価は安くなるので，まとめ
て作る」
・追加注文は，優先作業としてそこのけそこ
のけ

会計 ・「在庫は悪である」
　→キャッシュ・フローを悪化させる
・あき時間は，収益機会ととらえる
　（受注機会，技術開発，新事業創造等）

・「在庫は資産（棚卸資産）」
　→当期収益アップ
・資金ショートしやすい

現場の声 ・置き場，入れ物，通箱が効率化する
・問題がよく見える
・職場の弱みに気付く
・品質劣化防止

・段取り替えを増やすことはリスク（恐怖）
・ミスが納期遅れになりやすい
・段取り替えを減らし，稼働時間確保
・ブレ対応しやすい

出所： 河田　信編「トヨタ原点回帰の管理会計」［10］，小谷重徳「現場から手法まできちんとわかるトヨタ生
産方式」［11］をもとに，筆者が整理・改変した


